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予防原則の経済学的正当化問題(1 ) 

村木正義

はじめに

地球環境問題の解決のための原則として予防原則 (precautionaryprinciple) 

が注目されている中で，著名な環境経済学者ピアス教授は， II最近まで，経済

学者は予防原則にほとんど係わってこなかった。あるいは，少なくとも環境経

済学者は予防原則を説明することには係わってこなかった」と，経済学の関与

の薄さを指摘した (Pearce[1994] p. 132)。しかし， 1992年の環境と開発に

関するリオ宣言では「深刻な，あるいは不可逆的な被害のおそれがある場合に

は，完全な科学的確実性の欠如が，環境悪化を防止するための費用対効果の大

きな対策を延期する理由として使ってはならない。」と宣した。また，オリオ

ルダンらは，予防原則の概念の 1つとして， I応答の釣り合いあるいは過失の

許容範囲の費用効果性は，選択された範囲の抑制手段はあまり費用がかからな

いことを示す。」をあげ (Q'Riordanand Camer on [1994] p. 17)，フリース

トーンらは， I予防的政策における経済理論の要求は，従来の費用便益分析と

はむしろ違った概念であり，起こるかも知れない環境への損害の費用を内部化

する試みのために長期的・包括的な経済的評価方法が使われるべきであること

を合意する」という (Freestoneand Hey [1996] pp. 13-14)。これらからみ

ると，予防原則が経済学の役割を期待していないわけではない。

その後予防原則は国際条約等に広く適用され，また多くの研究・報告がなさ

れている。本論文では，それらを踏まえ，経済学は予防原則をどう捉えてきた

か，正当化するのか，また予防原則に関しどのような役割を果たせるかを明ら
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かにすることを目的とする。

まず第I章では予防原則と経済学との関係について概観し，第H章では予防

原則とリスク評価・リスク管理との関係と 不確実性への対応についてみる。

次の第E章では，予防原則を評価するための道具として費用便益分析，期待効

用理論，費用効果分析などについて概説する。それらを踏まえ，第百章では，

経済学からみて予防原則は正当化されるのかどうかについて，また予防原則の

適用とその措置の選択・策定・評価において経済学はどう役立つかについて論

じる。

I 予防原則と経済学

1 予防原則と予防措置

予防原則は1992年のリオ宣言以降国際条約ばかりでなく 地域間あるいは圏

内の法にも採用されているが，その形態は多様である。それに，予防原則は必

ずしも予防的行動(予防措置)を特定しているわけではなく，とくに，条約で

は予防措置を特定せず，議定書などで決めることが多い。予防措置を特定しな

い予防原則の経済的合意は乏しく とくに 本質的要素1)だけからなる予防原

則はその傾向が強い。一方予防措置は経済的合意をもつものが多いので，経済

学との関係を論ずる場合，予防原則と予防措置を分けて議論する必要がある。

2 選択基準:経済効率性など

予防的政策を行うために使える道具は，禁止と段階的廃止，クリーン生産〆

汚染防止，代替のアセスメント，健康ベースの職業暴露の制限など沢山あると

いう Tickner[1999]は，その政策手段あるいは手段のパッケージの選択基準

1) 著者は予防原則の歴史，その適用された国際条約・議定書，予防原則に関する多くの研究・報

告などをレビューした結果，予防原則の本質的要素として，科学的確実性の欠如，おそれ，それ

を防ぐ行動を起こす，の3つがあり，偶有的要素として行動の費用効果性，挙証責任の転換，代

替案の探求，意思決定への公衆参加，能力に応じた義務などがあることを指摘した。そして予防

原則の本質的概念は，科学的確実性がなくとも，被害や悪影響のおそれがある場合に，それを防

ぐ行動を起こすことと言える(村木 [2006a]，[2006b])。
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には，経済的効率性2)に加えて，公平性，行政的実行可能性，信頼性などがあ

るが，改善に対する動学的で継続的なインセンティプをもたらすことが重要で

あるという。しかし，これら基準を完全に満たすことはあくまでも理想であっ

て，それぞれの基準が相容れないものもあるので，ある程度のトレード・オフ

はやむをえない。こうした基準をどこまで網羅的に満たせるかが課題となる

(Turner et al. [1994J邦訳164-165ページ)。さらに現実の政策過程では，こ

れらの判断基準は必ずしも政策決定の決め手にはならず その政策決定に関与

する各主体の政策選好が大きな決定要因になる(横山 [2002J1'3ページ)。

環境政策の目標設定に関し 植田は「新古典派的最適汚染モデルによる効率

性の達成を目標とすべきであるという立場と 自然科学的知見あるいは公正・

正義といった経済性とは別の判断基準に基づくべきであるという立場との 2つ

に大別できる。Jとし、ぃ3) さらに「いずれの立場をとったとしても，それぞれ

に課題があり，経済学の貢献の仕方がある。前者の場合には，環境を改善する

ことの便益や，環境破壊に伴う損失の大きさとその帰属を正確に評価すること

で，効率的な環境政策を提示しうるはずである。後者の場合には，政策目標自

体は集合的意思決定プロセスによって決定されるが，設定された目標を効率的

に達成する政策手段の選択問題には，経済学が貢献しうるだろう。また，この

場合に，設定された目標とその実現に要する費用とを総合的に評価して目標を

決めることが考えられ その場合には総合評価の判断材料を提示することは経

済学の役割であろう。Jと指摘する(植田 [1996J102ページ)。これに従うな

ら，予防原則の適用の際，環境を改善することの便益や，環境破壊に伴う損失

2) 例えば，植田 [1996]111-112ページは経済的効率性には静学的効率性と動学的効率性がある

と次のように説明する。前者には二重の意味:ある環境負荷に伴う損害費用と環境負荷を削減す

るための費用との合計，すなわちある環境負荷に伴う総費用が最小になることと，自然科学的知

見あるいは公正・正義といった，効率性とは別の判断基準に基づいて，政策目標としで独自に設

定されたある環境水準を，最小の社会的費用で達成するという意味がある。また，後者は，長期

的に，より費用のかからない技術の導入，すなわち技術革新を促すインセンテイヴが働くという

意味であるという。

3) 後藤 [2003]21ページは各手段の有効性を判断する評価基準として通常2つの観点， (経済的)

効率性と(影響の)公平性が議論の主たる対象となるという。
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の大きさとその帰属を正確に評価することで，効率的な環境政策を提示しうる

はずである。また，予防措置では，設定された目標を効率的に達成する政策手

段の選択問題として また設定された目標とその実現に要する費用とを総合的

に評価して目標を決める場合には総合評価の判断材料を提示することで，経済

学は貢献しうる。

3 予防原則を適用した条約の経済的配慮

予防原則を適用した国際条約などで経済的考慮や経済的な対策を求めている

ものは必ずしも少なくない。例えば， リオ宣言では経済的配慮に関して4点を

原則として指摘している。すなわち， I各国は共通であるが差違のある責任を

負うj(その原則 7)，I予防的アプローチは各国によってその能力に応じて広

く適用されなければならないj(原則15の前段)， I環境悪化を防止するための

費用対効果の大きな対策を延期してはならないj(原則15の後段)，そして「国

の機関は，汚染者が原則として汚染による費用を負担するというアプローチを

考慮しつつ，さらに公益に適切に配慮して，国際的な貿易及び投資を歪めるこ

となく，環境費用の内部化と経済的手段の使用の促進に努力すべきである」

(原則16)，という。具体的例として，気候変動枠組条約では「共通に有するが

差異のある責任j，I各国の能力とその社会的および経済的状況に応じてj，I気

候変動に対処するための政策及び措置は 可能な限り最小の費用によって地球

規模で利益がもたらされるように費用対効果の大きいものとすることについて

も考慮を払うべきである。」と明記している。また， 2001年の残留性有機汚染

物質に関するストックホルム条約はリオ宣言の原則を引用しつつ上の4点を明

示している。

経済的手法の利用が拡大する中，環境条約を国内で実施するための手段とし

て経済的手法を利用する例も登場したと 磯崎・高村 [2002]230ページは米

国や EUが導入したオゾン層破壊物質の生産アローワンスの取引制度はモン

トリオール議定書実施のために園内または域内において経済的手法を導入した
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ものであると紹介している。さらに，京都議定書では，私人や企業の経済合理

的な判断を活用し，その行動を誘導する経済的手法を国際的に利用するしくみ，

京都メカニズムを多数回間環境条約として初めて規定したのという。

11 予防原則とリスク評価・リスク管理5)

「予防原則の主なゴールはリスクについて充分な科学的情報が利用できる前

にリスクの防止を促進することJ(Treich [2001J)， I環境管理でリスクと不確

実性を扱う方法が必要になり，それに応じて予防原則は現れたJ(Rogers et 

al. [1997J)などと，予防原則はリスク/不確実性への対応ととらえられる。

また， EUは予防原則を社会的重要性が大きいか，データを使用できないか，

得ることが困難な状況で、使ってきたが，米国は安全性と不確実性の要因を組み

込んだリスク評価のプロセスを採り (Burger[2003J)，必ずしも予防原則と

は言わず，予防的防止と言われることの促進に努めた (Harremoeset al. 

[2002J pp. 2-3) といわれる。

本章では予防原則とリスク評価・リスク管理とはどんな関係があるのかにつ

いて考察する。

1 リスク管理とは

リスク評価とリスク管理については，米国研究協議会が1983年に定式化した

ものが広く受け入れられている(関沢 [1993J，横山 [1993J)。すなわち，リ

スク評価の手続きには，リスク研究とリスク評価の 2つのレベルがあり，とく

に後者では，有害性の特定，量一反応評価，曝露量評価を行い，これらを統

合してリスクの大きさを判定する。これを受けて，リスク管理する。

4) 議定書は，自国国内での削減量と同等に，外国で削減した削減量を議定書の削減義務の達成の

ために利用できる制度を設けた。これが，京都メカニズムと呼ばれる制度であり，共同実施，ク

リーン開発メカニズム，排出量取引がある(磯崎・高村 [2002]230ページ)。

5) リスク評価はリスクアセスメント (riskassessment)，リスク管理はリスクマネジメント

(risk management) とも呼ばれている。
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リスク管理について リスク評価及びリスク管理に関する米国大統領/議会

諮問委員会編 [1998J3ページは「人聞の健康や生態系のリスクを減らすため

に，必要な措置を確認し，評価し，選択し，実施に移すプロセスである」とし，

その目標は， 1社会，文化，倫理，政治，法律について考慮しながら，リスク

を減らしたり，未然に防止したりするための科学的に妥当で費用対効果の優れ

7こ一連の行動を実施することである」という。また、池田は リスク管理はリス

ク評価・判定の結果と社会・経済的かつ政治的な関心を総合化して，適切な資

源の配分の制度・手段を選択する主観的意思決定の過程として定義されるとい

う(池田 [2004J42ページ)。

このリスク評価とリスク管理の区別について，鷲田 [1999J は， I環境問題

に関する評価問題では，隠れている現実や発生するであろう現実のとらえ方の

正確さを基準とする評価，自然科学的な評価と より主観的な大切さとか望ま

しさについての秩序や考え方が基準になる社会経済的な評価がある」とL、う。

これを加味して考えると，リスク評価・リスク管理を第 I図のように書くこと

ができる。

第1図 自然科学/社会経済的評価とリスク評価・リスク管理のスキーム

|自然科学的評価| i|社会経済的評価|

|リスク研究|ー|リスク評価| 十|リスク管理|

-発生源

・伝搬媒体

.暴露

・反応

①有毒性の特定i ・リスク管理の代替案

②量一反応評価ト④リスク判定公衆衛生・経済・社会・

③暴簡明 | : 文化政治的側同響評価

|リスク管理施策の決定と行動|

2 予防原則とリスク評価・リスク管理の関係

予防原則の評価は立場により異なることが多いが，リスク学との関係につい
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て吉岡は次のように説明する。リスク学と予防原則はそれぞれ固有の問題意識

とそれに対応した守備範囲をもつものとして理解すべきであるが，重なり合う

部分においては，概ね対立関係にあるヘしかし，リスク学の立場から見た場

合，予防原則は決して排斥すべきものではなく，定量的評価の誤りやすさに対

するセイフティーネットとしての意味をもちうる。定量的評価そのものが困難

であったり，評価の不確実性が大きい場合において，実践的に取るべき指針と

して採用されてよいと思われる。両者の関係は互恵的なものとなりうるという

(吉岡 [2003J13-16ページ)。

予防原則がリスク評価を前提とするか否かに関して，岩聞は可能なデータで

は潜在的危険性の評価という科学者による十分なリスク評価ができない場合に

予防原則は適用されるという考え方と，科学者によるリスク評価により潜在的

な危険とそれに付随する科学的不確実性が確認された場合に適用されるという

考え方の対立があるという(岩間 [2004J)。実際の条約等ではこの点を明確に

しているものは少なし、。 2002年に採択された，持続可能な開発に関する世界首

脳会議実施計画書では 「リオ宣言の第15原則に記されている予防的アプロー

チに留意しつつ，透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順と科学的根

拠に基づくリスク管理手順を用いて……J(環境省編 [2004J68ページ)と言

及しているが，両者の関係を明確にしていなし、。ただ，衛生植物検疫措置の適

用に関する協定 (SPS協定)とカルタヘナ協定のみ例外的で，まずリスク評

価を行い，予防原則はリスク管理の段階ではじめて問題になるという後者の立

場をとっている。また EUも同様の立場をとっている(岩間 [2004J)。

次に，予防原則とリスク評価・リスク管理との関係についてみる。

まずリスク評価との関係では，サンテイロらは，規制行動の優先順位がつけ

6) 吉岡は，予防原則の思想を支持する人々の多くは，人の生命・健康の保護に関して，現行より

も厳しい対策を取るべきだと考え，それに対してリスク学関係者の多くは， (予防原則と対極を

なす)推定無罪原則に対して概して好意的であり，また，現行の対策は厳しすぎるので緩和すべ

きだと考える傾向がある。さらに前者は技術進歩に関して概して批判的であるのに対して，後者

は概して好意的であるとし、う。
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られた事柄におけるリスク・ベースのアプローチの有用性は認めるが，現行の

リスク評価では十分に環境や健康を保護することができない。予防原則は自然

のシステムにおける本来の不確実性を認識し補償し そして責任あるタイム

リーで決定的な防止行動のための中核的な骨組みを与える。リスク評価のメカ

ニズムは予防原則を包摂できないし すべきでもなく また予防原則を実施す

る手段として見るべきでもない。予防原則を従来のリスク評価の枠組みに取っ

て代わるべき科学的プロセスととらえると主張した (Sa凶illoet al. [1998J)。

また， Morris [2002Jは一般的に，フォーマルなリスク評価の結論に反対する

決定を正当化する手段として予防原則が採用される。予防的アプローチの一部

としてリスク評価が受け入れられた場合でさえ，継続する意思決定における，

その重要性は予防原則の採用によって傷つけられる傾向があるという。

これに対して，予防原則をリスク管理との関係で論じるものがある。チヤツ

プマンは，サンティロらの「予防原則は本来重要な科学的道具だ」という点は

絶対間違っている。予防原則は実際はリスク管理のための数多くのアプローチ

のうちの一つにすぎない。それは政策の道具であって 科学の道具ではないと

反論をした (Chapman[1999J)。

西岡 [2000Jは，予防原則はまずはリスクを回避するような予防的行動をと

るという選択基準をとる。このとき リスク管理は予防的アプローチの一環

として，適応可能な範囲で用いられるという。また，予防原則の対極となる行

動選択基準は，リスク管理ではなく，なにもしないで見守るであり，なりゆき

にしたがって対処していくという行動選択基準である。リスク管理が出来るま

で決定を行なわないとし、う選択も この何もしない行動選択基準の一部である。

予防原則はリスク管理を否定してはいない。予防原則はこのようなリスク管理

を行えない事態において あるいはリスク分析に基づく管理に意図的に入り込

まないで，はじめからそのようなリスク事象が起こらないような手を打つこと

を意味するという。

この問題に対し，岸本は EUが2000年に発表した「予防原則に関する委員
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会からのコミュニケーションJ(EU [2000]邦訳117-120ページ)において整

理されたと説明する。そこでは，伝統的なリスク分析の 3要素，すなわち，リ

スクの評価，リスク管理戦略の選択，リスクのコミュニケーションがはっきり

区別され，予防原則はリスク管理の一つの戦略であることが明記された。そし

てリスク評価手続きのなかで用いられる安全側の仮定と混同してはならないこ

とが強調されたという。また，予防原則を適用する前には，できるだけ完全な

科学的評価を行い，可能な場合には不確実性の程度を明確にしておかなければ

ならないことも指摘されたという。これは，予防原則は，リスク評価を否定し

たり，とってかわったりするものではなく，リスク評価を前提としていること

を意味するという(岸本 [2003])。

著者は科学的に不確実ではあるが人の健康や環境への甚大な損失が懸念され

るリスクに対し，まず予防原則 (pp)を適用し，費用効果分析 (CEA)によ

り予防的行動すなわち予防措置を決定し，実行すべきと PP-CEA法を提唱し

た(村木 [2002])。その合意には，次の点が含まれる。予防原則とリスク評価

の関係では， EUのいうようにリスク評価を前提とする場合弘岩聞がいう

データ不足のようにリスク評価を前提としない場合もある。また，リスク評価

を行った場合，その結果が科学的に十分確実である場合はリスク管理に進むこ

とができるが，科学的に十分確実でない場合はリスク管理に進めないη。その

状態を打破するのが予防原則であり，予防原則を適用することで，科学的確実

性の欠如するおそれに対し，予防的行動をとることが決まる。ただ，この段階

で予防措置まで具体的に決まることは少なく，次の段階で決まることが多い。

予防原則が多様な形態として適用される中で，リスク評価・リスク管理との関

7) 例えば，池田 [2004]42ページは「リスク・マネジメントとはリスクの判定(評価)を踏まえ

たうえで，どのような性格のリスクを選択するか，どの程度のリスクならば受け容れられるか，

リスクをどんな手段で軽減するか，リスク削減策の代替案の費用・効果はどの程度なのか，等々

を検討する過程となる。jという。さらに「リスク・マネジメントの過程は，客観的，技術的な

部分(フィジカル)と，文化的，倫理的な部分(メタフィジカル)の両面を含む統合的政策科学

(メタ科学)の性格をもっていることを意味している。すなわち，科学と文化はもともとリスク

分析の両輪であり，科学的判断が不可能である場合に限って文化の出番となるわけではない。」

という。
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係で位置づけることは難しいが，科学的確実性の欠如するおそれに対し，予防

原則がリスク評価とリスク管理の橋渡しをすると考えるべきである。あえてい

うなら予防原則はリスク評価とリスク管理の中間に位置するといえる。予防原

則について考える場合，予防措置と分けて考える方がよい場合が多いことを主

張してきたが，この場合もそれに該当する。予防原則を予防措置と分けて考え

ると，チャップマンや西岡とは異なり， rリスク管理は予防原則の一つの戦略」
であり， r予防措置はリスク管理の一つの戦略」であるという方がより多くの
ケースに当てはまると言えよう。これらの関係は第2図のようなスキームに描

ける。このスキームにより，予防原則とリスク評価との関係について，また予

防原則と予防措置を分けて考えることで予防原則とリスク管理との関係につい

て統一的に説明できる。

第2図 予防原則とリスク評価・リスク管理のスキーム

唖骨 -:1吋

3 リスク学の不確実性への対応

1) リスク学の拡張:新たなリスク

従来，生起確率の分かっている，あるいは含まれる要素を定量化できる危険

をリスクと呼び，確率計算が不可能な危険を不確実性と呼び，前者は未然防止

原則の対象で，後者は予防原則の対象とされてきた。しかし，これまでのリス

ク管理の枠組みに当てはまらないようなリスク事象が増え，従来のリスクある

いは不確実性を生起確率と被害の大きさの 2面で捉えることの限界が指摘され，

リスクと不確実性を分けて捉えるのではなく，より広義なリスク，すなわち新

たなリスクとし、う概念として捉えるべきとの考えが提出されている。
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一般にリスクとし、う場合，確率計算が可能か否かを問わず，できるだけ広く

大きく取りたし、という酒井は，現実世界においては，リスクと不確実性はそれ

ほど明確に区別できるものではなく，津然一体となっているので，客観的な意

味合いで，確率計算が可能かどうかを問うこと自体に無理がある。それよりも

むしろ，確率計算を適用すればこのように分析でき，適用しなければあのよう

に解明できると主観的に考えたほうが現実的であるという(酒井 [2003]233 

ページ)。また，細江 [1995] も確率を主観的判断にまで拡げることにより，

リスクと不確実性を分ける必要がないとしづ。

新たなリスク事象として，西岡 [2000]は，不確実性が増大し定量的な確率

把握が困難なリスク，事象に不可逆性や遅れがあり，結果の重大性が予想され

るリスク，さらに決定に関与する利害関係者が広がり，各自の利害関係が大き

く異なるリスクの 3種があるという。これに対し，標 [2003]はリスク事象の

分類では，同じリスク事象が複数の分類枠に属すこともままあり，必ずしも適

切に分類できない。さらにこれらの事象は，起こるかもしれない事柄そのもの，

事柄の深刻さの程度，起こる確率等になんらかの大きな不確実性を伴っており，

それが従来からのリスク管理の枠組みを逸脱させた要因である。この不確実性

の大きさがリスク管理の方法を規定するとも考えられるという。

この学際的で，かつ，広義の新たなリスクの概念について，池田は次のよう

に説明する。どのような望ましくない出来事が起こりうるのか，起こりうる見

込みはどの程度か起こった場合の結果はどの程度か という 3つ要素から構

成されるとする。これを 3重項と呼び，式①で表す。

R={(Sh Pi， Di)}， (iニ 1，2， 3， …， n) …・・・①

Si:望ましくない出来事の性質や性格づけのシナリオの集合，

Pi:各シナリオの発生する頻度や確率の集合，

Di:各シナリオから出てくる望ましくない結果の大きさと

その測度の集合



60 (60) 第179巻第1号

これらの関係を図示すると第3図のとおりで，従来のリスクの出現確率と結

果の大きさの積 (Pi
来

Di>に，出来事(事象)の望ましくなさにかかわる要素

を加え，シナリオとして明示的に入れたところにその特徴がある。リスク事象

の性格を，シナリオという形式でわかりやすく表現することにより，これまで

あいまいにしてきた安全と危険の聞に介在するさまざまな問題を明示的に取り

扱えるようにした。こうすることにより，一般市民の安全と危険の判断(当該

のリスクの大きさの範囲ならば，受け入れられるのか，拒否するのかという選

択)に暗黙に含まれていた価値判断の自由度を増やすと考えられるという (池

田 [2004J38-40ページ)。

第3図 リスク概念の 3重項による構成

科学・技術の知識

起こりうる見込み

(probability 

(Pi)イfrequency

llikelihood 

影響の大きさ

rhealth 

(DJイenvironment

lsafety 

出典:池田 [2004]39ページ。

望ましくない出来事のシナリオ

• culture and heritage 
• living and environment 
• economic prosperity 

文化としての価値

(end points 

(SJイnatureof risks 

l externality 

また， Klinke and Renn [2001J は， リスクを評価するのに，被害の大きさ

と発生確率の 2大要素に加え，不安定性8) (統計学的不確実性，ファジー不確

実性，無知)，普遍性(潜在的被害の地理的拡散，世代内公正)，持続性(潜在

8) Klinke and Renn [2001]は，被害の程度は測定可能であるが，発生確率については発生頻度

のほか発生時期も含まれ，それらを確認できる方法はないため，不確実性に代わる用語として不

安定性 (incertitude，Stirling [1994]により導入された)を用いている。
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的被害の時間的拡大，世代間公正)，可逆性(被害発生前の状態への復元可能

性)，遅発性(最初の事象と被害発生との間の潜在期間で，物理的・化学的・

生物学的特性)，波及可能性(個人やグループによる社会的混乱や心理的反応

を発する個人・社会・文化の利益と価値の侵害)の 5つの判定基準が有用であ

るという。

2) 新たなリスクに対応するリスク管理

新たなリスクの管理は 結果と生じやすさについての合理的な仮定を行わな

ければならない。例えば，英国 (ILGRA)9)は結果の不確実性が増すにつれ，

信頼できる結果が仮定され，起こりやすさの不確実性が増すにつれ，リスクが

現実化するというような結果が仮定されるという、。さらにこのような仮定の組

み合わせが，信頼できるシナリオを作り出す。このような方法で行われるリス

ク評価の結果は，伝統的なリスク評価の結果ほど十分なものでないことは明ら

かであるが，シナリオを作り出す際にケースパイケースで行われる適切な判断

によって，このことは深刻な欠点とはならないだろう。一度シナリオが確立さ

れれば，伝統的な手法が意思決定に情報を提供するため，可能な限り，リスク

管理行動の効用と費用(利点と欠点)を特定し評価するために使用することが

できる。金銭的に示すことが不可能または難しい要素については，定性的な形

で意思決定に持ち込むべきであると説明する(英国のリスクアセスメントに関

する省庁関連絡グループ (ILGRA) [2002J 551ページ)。

ピアスは意思決定におけるリスクと不確実性を統合する簡単な包括的ルール

はないが，リスク評価とリスク管理はしばしば不確実性のある状況にも対応す

る。すなわち，たとえ不確実性を確率的な結果として表すことができなくとも，

用量と反応の評価づけと，許容性と管理の決定について，同様の手順が適用さ

れるという (Pearce[1994J p. 149)。

国民は，多くの場合，専門家とは非常に異なった方法でリスクを認識す

9) 英国ではリスク評価に関する省庁関連絡グループ (InterdepartmentalLiaison Group on Risk 

Assessment)が予防原則に関する政策ガイドラインを報告書として公表している。
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るヘコルスタッドは， i心理学者は個人が確率やリスクを評価することが困

難であることを示している。個人は一貫して低確率で起こる出来事の可能性を

過大評価し，高確率で起こる出来事の可能性を過小評価する。この不一致によ

り客観的リスク(リスクと被害の統計的な関係)と主観的リスク(客観的リス

クへの個人の認識)を意味する」という CKolstad[2000J邦訳230ページ)。

111 予防原則の評価法

経済学は予防原則をどう評価するか また予防原則は経済学に何を期待する

かを明らかにするために，まず、そのために使える評価法について概説する。環

境政策の評価基準は多いが ここでは経済的効率性を評価する方法について見

7こし、。

1 費用便益分析

政策の評価法として現在最も多用されている費用便益分析川は，その政策が

もたらす便益と費用を全て貨幣額で数量化し 便益が費用を上回るかどうかを

基準として，政策実施の適否を判定する。リスク削減の場合は， リスク削減の

ための費用Cとそれにより得られる便益Bの比率B/Cをさまぎまなリスク削

減施策について計算し，その値が 1より大きいものを施策として選択するか，

あるいはその値が最も大きいものから順に実施していくことが効率的となる問。

費用便益分析を行う過程はいくつかの基本ステップがあるが1ぺ不確実性，

10) リスク認識の代表的研究は Slovic[1987]があるが，その概要については，吉川 [1999]，深

津 [2005Jが分かりやすい。

11) 例えば， Mishan [1988]，宮川 [1975]， Dasgupta and Pearce [1972] ， Boardman et al. 
[2001] 0 

12) 費用便益分析は潜在的パレート効率性ルールあるいは純便益基準によるカルドア・ヒックス基

準を基礎とする (Boardmanet al. [2001]邦訳41ページ)。

13) 費用便益分析の主要ステップとして，たとえばボードマンらは，①選択肢の書き出し・明示，

②便益や費用計算の当事者決定，③影響の分類と測定の物差しの選定，④影響の期聞を通じ

ての数量的予測，⑤すべての影響の金銭的評価，⑤便益・費用の割引計算と現在価値算出，⑦

代替案の正味現在価値 (NPV)の算出，③感度分析実施，⑨ NPVと感度分析に基づく推奨案

作成からなるという (Boardmanet al. [2001]邦訳10-24ページ)。
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とくに予測した影響の大きさと，それに与えた値についての何らかの不確実性

に対応する方法として期待価値分析感度分析準オプション価値などが用い

られる (Boardmanet al. [2001]邦訳199-236ページ)。

費用便益分析を環境政策に適用することに1960年代以来根強い批判がある。

例えば， Schrader-Frechett [1985]は それらの批判は?取引不可能な価値で

あるはずの生命の価値を便益として取引可能なものとして扱っている点，本来

共約不可能な価値を比較し，計算しようとする点，そして分配の正義の観点を

考慮に入れることができない点の 3点にまとめられるという。また最近で、も，

アッカーマンらは費用便益分析には，評価のためのアプローチが不正確で非現

実的であること，時間割引は環境問題の将来の被害と不可逆性を平凡なものに

すること，便益を貨幣額で表し社会全体で集計することは公正と道徳の問題を

排除すること，価値付けとし、う複雑な費用便益の操作は客観的でも透明でもな

いという 4つの根本的な欠陥を指摘している (Ackermanand Heinzerling 

[2002] p. 1563)。

これに対し，岡は1960年代から現在までの聞に，費用便益分析法の発達や政

策課題の変化を認めつつも，費用便益分析が実際の政策決定に影響した証拠が

あまり認められず川 政策決定において重要な役割を演じていなし、。そこには

費用や便益の分配の問題と，対象とするものが公共財の性質を持っているとい

う本質的な限界があるからだという (岡 [2004])。

このような問題はあるが，現在でも多用される費用便益分析は予防原則で問

題となる不確実性にどう対処するのか。 Gollier[2001] は 「もし予防原則が

時々良いアドバイス，また時々悪いアドバイスを与えるとするならば，注意深

い費用便益分析を行う必要がある。行動前に学ぶ待ち時間の便益に予防原則を

釣り合わせるという方法で，科学的不確実性を考慮に入れるとき，標準的な費

14) Morgenstern [1997] p. 456は政策の費用便益を調査した21の事例中，便益が費用を量的に

上回ったのは，ガソリン中鉛の規制，飲料水の鉛の基準値の設定とオゾン層破壊物質 (CFCs)

の規制の3例であり，そのうち，便益が費用を上回るという事実が，その規制の採用を助けた可

能性が高そうなのは"水道水の鉛の基準値の設定だけであったという。
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用便益分析を精綴にすることができるJことを示し また「単純な最大値を好む

費用便益分析を捨てることで重大な間違った結論を避けることができる」という。

政策の結果が出るまでに時間がかかり，その間に経済情勢が変化するために，

期待される便益と費用が特定の確定値をとらず，また人間の活動と結果との対

応関係は複雑で， 1つの行為から想定される複数の結果のどれが出てくるかは

その時の状態に依存するような不確実性のある世界では，単純な費用便益分析

は使えず，本項以下の分析が必要となる。

不確実性と不可逆性下で， リスク評価テクニック，費用便益分析，意思決定

基準をいかに結合できるかを論証した Farra w [2004Jは，不確実性を組み入

れることによる費用便益分析の増強は，予防原則の実際的実施を許すリスク管

理への実験的な道を与えることであると言う。

2 期待効用理論と一般化された期待効用理論

1) 期待効用理論

経済学者は伝統的にリスク中立かリスク回避の文脈でルールを展開し，前者

は期待価値理論を，後者は期待効用理論を導いたといわれる。ピアスは予防原

則には不確実性の文脈で強い予防的活動をとることに力点を置くという含意が

あり，その'性質のために，予防原則は政策決定者がリスク回避である度合いが

高いことを含意するので，予防原則にとって期待効用理論=期待効用モデ、ルは

魅力的であるという (Pearce[1994J p. 132および p.137)。

長い間，効用と社会厚生の合理性と適用可能性をめぐって，学問上の論争が

行われてきた。現在では，厚生経済学上の主要な定理は効用の序数性と個人間

比較不可能性を前提にして議論されているがペ効用の序数性が否定された場

合，いわゆる効用の可測性の問題が浮上してくる。また，多くの研究が人々は

たびたび期待効用理論にも，期待価値理論にも従わないことを示した16)。

15) 例えば，依田 [1997]。
16) 例えば，ターナーらは，人々は起こるかもじれないと思うほどその事象の起こる確率を高くノ
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これら期待効用理論の問題点に対し，佐々木 [1991]34ページは短所はある

が，全般的に見るとこの理論を前提にして得られた結論は不確実性の存在する

経済で観察される現象を比較的うまく説明しているし，これに代わる行動原理

として提案された代替案で大多数の経済学者に支持されたものがないことから

も， I不確実性下の人々の行動原理として採用する」とし、う。ま tた， Pearce 

[1994]はモデルとして期待効用の使用は未解決の問題であるとしながらも，

費用便益分析が代表的な合理的意思決定に反映すると想像されるならば，期待

効用モデルを適用することは合理的かも知れない。これらの場合は経済的評価

は永遠に重要であるという。さらに，酒井 [1982]および [1997]は不確実性

下の意思決定問題では，現在最も有力な期待効用理論を適用すれば，この問題

に対する 1つの解答が得られると言う。

選択可能な行為がむ…，amとm個あり，生起可能な状態が Sr，…，Sn 

とn個存在し，状態 Sjの生起確率があであるようなリスクの世界において，

ある人が行為 ajを選び，状態 Sjが発生したときの得られる利得が釣である

とする。この利得行列が与えられた時，複数の行為の中からベストの選択をす

るための判断基準は，行為。tがもたらす利得の期待効用レベルをEUjニエぁU

(Yjj)とすると， EUr， EUz，…， EUj，…， EUm の中の最大値に対応する行為，

つまり式②となる(酒井 [2003]225ページ)。

M~x EUj=M~x {三戸'jU(Yjj)} -・・②

2) プロスペクト理論と一般化された期待効用理論

期待効用理論では人々の効用関数は同じとしたが，効用関数は個人的・主観

的なものであるから 人々の間で異なるのが普通であり，また同じ個人につい

¥するという連結の誤謬，自分には起こらないとする事象の楽観主義の誤謬，低い確率を正しく認

識できない低確率の過小あるいは過大ウェイトづけの問題，決定に際して今いるところを参照点

とするため，損失の評価づけが絶対値の等しい利得より大きくなる損失回避現象，複雑な問題を

扱うことが不可能であるかのようにリスクの問題を実際よりも単純化する傾向，などがあると指

摘している (Turneret al. [1994]邦訳142-143ページ)。
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ても心理や感情の動きに応じて変化する可能性がある。これらを考慮して，プ

ロスペクト理論などの「より一般化された期待効用理論」が登場してきた。そ

れに関し，酒井 [2003J227-228ページは，経済学者間で未だそれほど普及し

ていないが，将来性のある研究方向であるとして，〆次のように説明している。

一般化された期待効用理論においては，効用関数Uは1変数gの関数

ではなく，むしろ変数gおよびシフトパラメータ-sの関数と見なされ，

Uニ U(y;戸)で表す。人間の抱く高揚感や恐怖感の存在は，パラメータ-

3の変化を通じて，効用曲線 Uを上下にシフトさせるだろう。さらに，

リスクの頻度評価にあたっては，確率pそのものではなく，何らかのフィ

ルターを経た加重値w(P)がむしろ問題となる。

利得行列で，任意の行為 α1がもたらす利得から獲得可能な加重価値レ

ベル WVを， WVi=L:ω(あ)U(Yij; si)とすると， r一般化された期待効
用基準」とは， rこれら WVl，…， WVi，…， WVm の中の最大値に対応
する行為，すなわち，式③に対応する行為を選択せよ」という基準である。

明らかに，この基準においては，経済的ファクターと心理的ファクターが

微妙に組み合わされているという。

M~x WVi=M~x {L:uベぁ)U(Yu;め)} ③
 

さらに，酒井はプロスベクト理論は加重値uベρ)の効果を重視するが，効用

関数のシフトパラメータ-sの効果には注意を払っていない。この点から 2

つの効果をともに考慮している一般化された期待効用理論1

理論をさらに拡張した一般理論であると言えると説明しでいる O

ただ心理学者のカーネマンとトヴェルスキーが提唱したプロスペクト理論活)

17) プロスベクト理論を数学的に一般化し，整理した Machina[1983]は，従来の期待効用理論

を一般化すれば説明がつくので，一般化された期待効用理論と呼んでいる(西村 [2000]78ペー

ジによる)。

18) フォン・ノイマン=モルゲンシュテルン型の期待効用でうまく表現できないケースを定式化し

たのが Kahnemanand Tversky [1979] によるプロスベクト理論である。サクデンやベルなど

よりやや異なる形で定式化され，後悔理論とも呼ばれている(西村 [2000]78ページによる)。
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に関し多国は，その価値関数の大きな特徴は，人々が物事を評価する際の出発

点ないし基準点を形成する参照点がある点，利得よりも同じ規模の損失を価値

ベースで深刻に感じる損失回避性がある点，そして効用関数の限界効用逓減の

法則にあたる感度逓減がある点であるという(多田 [2003]98-102ページ)。

このように，価値関数はシフトパラメーターを含んでいないが，期待効用理論

の効用関数とはかなり違った性質となっている。また，ピアスは入の行動の説

明における期待効用理論の明らかな欠点を考慮して，プロスペクト理論は人が

リスクに関してどう行動するかを説明することを探しているという (Pearce

[1994] pp. 137-138)。

このように，期待効用理論はプロスペクト理論や一般化された期待効用理論

へと精綴化が進ん1だが，これらの理論が予防原則，すなわち不確実性に対する

予防的行動をどこまで妥当に評価できるかには問題がある。

3 シナリオによる評価

確率計算ができないケース，主に不確実性の評価方法としてはシナリオによ

る評価がある。直面している不確実性には，例えば m個の採択可能な政策と

n個の想定可能なシナリオが存在すると仮定すると，それら政策の中でベスト

のものを選定するための判断基準は主に 3つある。その 1つは利得の平均値を

最大にするような政策を選定する平均基準， 2つ目は各政策について最善のシ

ナリオを想定し，その最善シナリオをさらに最善にするような政策を選定する

マキシマックス基準である。そして 3つ目の基準は，各政策について最悪のシ

ナリオを想定し，その最悪シナリオを最善にするような政策を選定するマキシ

ミン基準である。マキシミン基準は，Ni=Min {Yib…， Yij，…Yin}と置く時，

Max Niニ Max{Min Yij} -・・④

に対応する政策を選定する基準である(酒井 [2003]233-238ページ)。

どの基準を採用するかはリスクと便益の配分の公平性の問題，いわゆる分配
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の正義に関係する。リスクに関する意思決定において，石原 [2004]は，ロー

ルズはマクシミン原理を，ハーサニーは平均的基準を選ぶべきといっているが，

一般的にはベイズ主義的な意思決定論を採用し，不確実性や不平等が大きい場

合にはマクシミン原理を採用するという解決策が考えられるかもしれないとい

つ。

4 費用効果分析

費用効果分析が他の手法と大きく異なる点は，便益を価格化せず¥前もって

定めた水準なり目標を達成することに焦点をあてている点にあり，一般的には

便益の貨幣価値測定が難しい政策に役立つ手法である (Dixonet al. [1994] 

邦訳61ページ)。

費用効果分析は，式⑤のように，リスクを 1単位削減するときの費用を表し

ている。さまざまなリスク削減策についてこの値 C/Eを計算し，その中から

最も小さい値のリスク削減策を選択することになる。

C/E=(リスク削減のための費用)/(リスクの削減量)……⑤

費用効果分析の有効性と弱点について，同は，ある環境基準を達成すること

がすでに動かせない目標になっていて それを達成するための手段がいくつか

あり，貨幣評価されうる部分の便益や費用がそれぞれ異なっている場合，最も

少ない費用で目標を達成する手段またはその組合せを探すというのは，ある意

味での効率性の追求である。また WTPを推定することが困難な場合はきわ

めて多いが，そうした場合にも有効であるという(岡 [1999]178-180ページ)。

さらに，費用効果分析も費用や効果の推定における不確実性を免れないが，そ

れによる結果の信頼性のなさは費用便益分析ほどではない。その理由は，費用

効果分析では政策聞の相互比較しかしないところにある。しかし，費用効果分

析の本質的な弱点は，単一の政策についてその是非を判定できないことである

と指摘する(岡 [2004])。
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アッカーマンは，化学物質の健康への影響についての完全な証明や科学的に

合意を待つことに望みがないから，健康への重大なリスクがありそうだと思え

る合理的根拠をもった段階ですぐに予防的なやり方で行動を起こすことが必須

である。リスク規制で頼るべきは予防原則であり，それは，現実に死者が出る

前に介入することであり 実際に何人の死者が出るかを数えることができるよ

うになる前に介入することだと言う CAckermanand Heinzerling [2004J p. 

117)。これに対し，岡 [2004J は，予防原則に頼るとしても， リスクの大きさ

を量的に知ることは必要だし，あるリスク水準を確保するのにかかる費用を知

ることも必要である O そして それらの量的情報が リスク削減便益ほど信頼

性が低くないとしたら 費用効果分析を行うというのは予防原則からの自然

の帰結であるという。

このような特徴と弱点を持つ費用効果分析は，予防原則の適用可否について

はほとんど無力であるが，対策の評価においては有用である。

費用効果分析には不確実な段階で対策を実施する以上あまりにも莫大な投資

による対策を避けるという側面があるという村山 [2002J は，因果関係に関す

る不確実性が高ければ，対策によって期待される効果も不確実となり，本来の

費用効果分析には適さないとも考えられるが 従来の大規模プロジェクトの費

用効果分析がどちらかというと環境費用の不確実性が高いのに，投資効果の確

実度は高いとされてきたのに対して，予防原則ではこれとは逆に，効果の不確

実性が高くとも，環境費用を抑える確実性を選択していると考えることができ

るとし、う。
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